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① 対象事業：沖縄振興に資するソフト事業

② 要件：沖縄の特殊事情に基因する事業が対象

③ 交付率：８／１０ ※地方負担の半分に交付税措置

④ 交付金の交付：原則内閣府から交付

⑤ 事務手続きを可能な限り簡素化

① 対象事業：沖縄振興の基盤となる公共事業

② 要件：所管する省庁の交付要綱に基づく

③ 交付率：既存の高率補助を適用

④ 交付金の交付：原則各省に移し替えて交付

⑤ 省庁や局を超えての流用が容易

沖縄振興(一括)交付金の仕組み
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沖縄振興予算（内閣府計上分）の推移

一括交付金創設



【競争力のある社会基盤の整備】 １３．３億円 １２事業
① 公共交通利用環境改善事業
② 那覇港における人流・物流拠点港湾整備事業
③ 南ぬ島国際観光戦略拠点整備事業

【観光産業の振興】 ２５．６億円 １９事業
① 外国人観光客受入体制強化事業
② 沖縄観光国際化ビッグバン事業
③ 戦略的ＭＩＣＥ誘致促進事業

【情報通信関連産業の振興】 １１．０億円 ８事業
①沖縄型オープンイノベーション創出促進事業
② ＩＴ人材高度化支援事業

【新リーディング産業の振興】 ２８．８億円 ２６事業
① 成長分野リーディングプロジェクト創出事業
② 先端医療産業開発拠点形成事業

【農林水産業の振興】 ７９．６億円 ４５事業
① 農林水産物流通条件不利性解消事業
② 含みつ糖製糖施設近代化事業
③ 沖縄県新規就農一貫支援事業

【製造・地場産業の活性化】 １１．０億円 １４事業
① 中小企業基盤強化・地域連携推進事業
② 県産品拡大展開総合支援事業
③ 製造業県内発注促進事業

【離島振興】 ５６．８億円 １５事業
① 沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業
② 離島航路運航安定化支援事業
③ 離島交通ヘリコプター活用支援事業
④ 超高速ブロードバンド環境整備促進事業
⑤ 離島観光・交流促進実証事業

【子育て・福祉・医療】 ２８．８億円 ２５事業
① ひとり親家庭生活支援モデル事業
② 待機児童対策特別事業
③ 保育士確保対策事業
④ 子育て総合支援モデル事業
⑤ 専門医派遣巡回診療支援事業

【文化・交流・平和】 １０．２億円 １６事業
① しまくとぅば普及継承事業
② 沖縄県空手振興事業
③ 沖縄・奄美連携交流促進事業
④ 沖縄平和啓発プロモーション事業

【自然環境・風景】 １０．７億円 １７事業
① サンゴ礁保全再生地域モデル事業
② 世界自然遺産登録推進事業
③ 沖縄型森林環境保全事業

沖縄らしい優しい社会の構築 １０６．５ 億円（７３事業） 強くしなやかな自立型経済の構築 １６９．３億円 （１２４事業）

沖縄の発展を担う人材の育成 ２２．６億円（３８事業）

① 進学力グレードアップ推進事業 ④ おきなわ国際協力人材育成事業 ⑦ 未来の産業人材育成事業
② 国際性に富む人材育成留学事業 ⑤ 新規学卒者等総合就職支援事業 ⑧ 地域通訳案内士育成事業
③ 大学生等海外インターンシップ事業 ⑥ 県内企業雇用環境改善支援事業 ⑨ 観光人材育成・確保促進事業

【県事業】 令和元年度 交付決定額 ・・・２９８．４億円（２３５事業） ※平成31年４月交付決定分（国費ベース）

沖縄振興特別推進交付金活用事業（基軸別・主な事業）
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【離島振興】 約１１億円 ３１事業
① 妊婦健診の運賃・宿泊費等の支援
② 航路を補完する空路移動手段の確保
③ 食品・日用品輸送費等支援
④ 人材育成等のための多目的交流拠点施設の整備 など

【子育て・福祉・医療】 約１５億円 ４３事業
① 認可外保育施設の施設改修
② 預かり保育の人員配置、放課後児童クラブ家賃助成
③ 健康長寿の復活に向けた健康づくり活動の普及・啓発
④ 離島・過疎地域における幼保連携施設の整備
⑤ ひとり親家庭等への生活・自立支援
⑥ 障害者の自立に向けた総合相談窓口の設置 など

【文化振興・国際交流】 約２３億円 ４１事業
① 文化振興等の拠点施設の整備及び機能強化
② 伝統芸能文化の継承活動の支援
③ 海外移住者子弟の研修受入

④ 史跡等の修復・説明施設の整備 など

【環境保全・防災】 約６億円 ４３事業
① 避難所案内標識等の設置
② 防災情報システム、備蓄倉庫の整備、避難所施設の改修・整備
③ 自主防災組織の育成、救命措置普及強化、災害時避難路整備 など

【その他】 約１４億円 ２８事業
① 駐留軍用地跡地利活用に向けた調査等
② 駐留軍用地内公共用地先行取得基金の設置
③ 新しい公共交通システムの導入に向けた検討・調査 など

【市町村事業】 令和元年度 交付決定額 ・・・２１９億円（７４６事業） ※平成３１年4月交付決定分（国費ベース）

沖縄らしい優しい社会の構築（約６９億円）
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沖縄振興特別推進交付金活用事業（基軸別・主な事業）

【教育分野等】 約４３億円 ２０４事業
（１） 学習支援員等の配置 ① 学習支援員の配置 ② 小中学校英語指導員の配置 ③ 特別支援教育支援員の配置 ④カウンセラーの配置 など
（２） 学校施設整備等 ① 施設の長寿命化・老朽化対策 （校舎等外壁塗装等） ② 学習環境改善 （離島の村営塾開講、冷房設備等の設置） など
（３） 学校支援ICT機器の導入 ①教育用パソコン ②電子黒板 ③デジタル教科書 など
（４） その他人材育成関連 ① 県内児童生徒の全国大会派遣交流促進 ② 海外の人材との交流促進・ネットワーク形成 など

【観光産業の振興】 約９０億円 ２４４事業
（１）観光地周辺施設等基盤整備 （約６５億円 ７２事業）

① 地域の歴史・文化等を活用した観光拠点施設の整備
② 既存の観光客受入施設の機能強化、観光地の駐車場・便益施設等の整備
③ 無料公衆無線ＬＡＮ環境の構築
④プロスポーツ等のイベント・合宿受け入れに向けた施設整備 など

（２）観光地の景観形成、美化・緑化（約９億円 ４４事業）
① 植栽整備等（観光地等重点地区）、沖縄らしい景観形成へ向けた取組
② 景観・美観の創出・継承のための公共空間の緑化 など

（３）観光情報発信、イベント開催、プロモーション等（約１２億円 １０１事業）
① 県内外における観光誘客のための街頭宣伝活動
② 商店街等における誘客イベント、音楽イベント等の開催
③ 観光情報発信サイトの強化、観光メニューの開発への支援 など

（４）その他観光振興（約４億円 ２７事業）
① 琉球の文化等を発信する企画展の開催や常設展の充実
② 観光客受入等に係る講座の開催 など

【農林水産業の振興】 約９億円 ５９事業
① 台風等対策のためのパイプハウス導入支援
② 子牛生産体制強化のための繁殖雌牛の更新促進
③ 小規模離島における次世代の漁業担い手育成に向けた取り組み支援
④ 生鮮水産物等の流通条件の不利性解消支援
⑤ 農業振興に向けた調査の実施、計画の作成 など

【地場産業の活性化、企業立地の促進、その他】 約８億円 ５３事業
① 特産品の開発やマーケティング支援、中小企業等の販路拡大支援
② 技術者育成、中小企業人材育成、就業意識の向上に係る取り組み
③ 商店街の再生に向けた計画検討 など

強くしなやかな自立型経済の構築（約１０４億円）

沖縄の発展を担う人材の育成（約４３億円）



沖縄振興公共投資交付金活用事業 （主な事業箇所）

【県事業・市町村事業】 令和元年度 当初予算額 ：５３２億円（Ｈ３０年度：５７９億円）

【農業農村】 R1：92.2億円 （ H30：77.8億円）
・農山漁村活性化対策整備（南大東村、 宮古島市） 等

【森林】 R1：2.2億円 （ H30：0.8億円）
・予防治山（ 名護市） 等

【畜産】 R1：0.5億円 （Ｈ30：2.1億円）
・草地畜産基盤整備（ 久米島第三地区（久米島町））

【漁港】 R1：14.6億円 （Ｈ30：11.3億円）
・漁村地域整備（ うるま市、 東村、 伊平屋村 他） 等

農林水産基盤整備 R１ ： 109.5億円 （ H30 ： 92.0億円）

水道施設・工業用水道整備 R１ ：98.0億円（ H30：91.5億円）

【水道】 R1：97.6億円 （ H30：91.2億円）
・北谷浄水場整備、石川～上間送水管整備、広域化施設整備 等

【工業用水道】 R1：0.4億円 （ H30：0.3億円）
・東系列導水路トンネル改築、うるま市川田地内配水管整備

【学校改築等】 R1：45.1億円 （ H30：46.0億円）
・学校施設(宜野湾高校、米須小学校、赤道幼稚園他)の改築等

【産業教育施設】 R1：5.4億円 （ H30：2.7億円）
・水産高校の大型実習船の建造等

社会福祉施設等施設整備 R１ ：0.02億円（H30：0.09億円）

・民間障害者関係施設の改修に対する補助

環境保全施設整備 R１ ：0.01億円 （ H30：0.1億円）

・国定公園施設整備（喜屋武岬園地休憩所）

医療施設等施設整備 R1：6.1億円 （ H30：4.8億円）

・医療施設の整備に対する補助
・県立中部病院基幹災害拠点病院整備事業（南病棟の耐震化）

金額は国費ベース

【道路】 R1：178.6億円 （Ｈ30：262.2億円）
・沖縄都市モノレール整備、道路整備（ 国道449号（本部北道路）、石垣空
港線）、橋りょう長寿命化修繕 等

【港湾】 R1：17.7億円 （Ｈ30：17.8億円）
・港湾改修（金武湾港 他）、緑地等整備（中城湾港(泡瀬地区） 他） 等

【治水】 R1：14.0億円 （Ｈ30：11.0億円）

・河川改修（安謝川、安里川 他）、砂防（安和与那川 他） 等

【海岸】 R1：2.9億円 （Ｈ30：4.3億円）

・老朽化対策（中城湾港海岸）、海岸環境整備（金武湾港海岸） 等

【下水道】 R1：32.5億円 （Ｈ30：21.2億円）

・下水道整備（中部流域、名護市、宮古島市、南城市他） 等

【市街地整備】 R1：0.1億円 （Ｈ30：0.1億円）

・都市防災（沖縄県全域（那覇市除く）における宅地耐震化推進）

【都市公園】 R1：6.5億円 （Ｈ30：5.8億円）

・公園整備（ヌーリ川公園、 津嘉山公園、 羽佐間公園 他） 等

【住宅】 R1：15.7億円 （Ｈ30：19.8億円）

・公営住宅整備（平良南団地、泡瀬市営住宅 他） 等

※四捨五入の関係により、端数において合計とは合致しないものがある
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学校施設環境改善 R１ ：50.5億円 （ H30：48.7億円）

社会資本整備 R１ ： 268.0億円 （H30 ： 342.2億円）



沖縄振興（一括）交付金の実績・成果
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H23：84世帯 ⇒  H30：740世帯

527世帯増

H22：227人 ⇒ H28：250人
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ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

子育て・福祉・医療（沖縄県）

交付金創設前（H23）
交付金創設以降（H24～H30平均）

【主な取組（県）】
○認可外保育施設の認可化促進支援、保育士の

確保、放課後児童クラブの施設整備支援、
ひとり親家庭への支援

○研修医の養成、離島・へき地医療機関への
医師・看護師派遣、健康づくり実践支援

【主な取組（市町村）】
○公立保育所の整備、放課後児童クラブ支援、

預かり保育の実施、生活習慣病予防対策など

（注）平成23年度の各分野の金額については、内閣府沖縄振興予算の
経常補助金を独自に区分したものとなっている。

●医療施設に従事する医師数
（人口10万人あたり）

●チャーガンジューおきなわ
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●認可保育所等の整備

H24：393施設 ⇒ H30：741施設

●保育士の確保
※保育所に従事している保育士数（認可外除く）

23人増

37団体増

●放課後児童クラブ数（公的施設活用）

H23：122施設 ⇒ H30：156施設

●就業相談から就職に結びついたひとり親家庭の数
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認可保育所等 認可外保育施設

●認可外施設の認可化支援
(H24～H30の延べ実績）

施設数：84施設 定員数：5,203人

認可保育所等と認可外保育施設の推移

認可保育所
大幅増！



預かり保育実施率 H22：62.1％ ⇒ H29:86.1％
（公立幼稚園）

・幼稚園の預かり保育等に係る人員を配置
預かり保育利用者 約２７，７１８人

・公的施設に入れない学童クラブへの支援
放課後児童クラブの増加
H23：２７５箇所 ⇒ H29：４８７箇所

（H24～H29 累計）

・離島過疎地における子育て・福祉・医療施設の整備
過疎町村における保育所や医療施設の整備
民間サービスの提供がない地域における福祉施設等の整備

○預かり保育事業（豊見城市）
○放課後児童の居場所づくり支援事業（南風原町）
○子育て世代ゆいまーる支援事業（八重瀬町）
○幼保連携型総合施設整備事業（国頭村） 等

8

ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

市町村事業の実績例

30年度実施事業例

（H29）

子育て・福祉・医療（市町村）

とかしき保育所（渡嘉敷村）

総合ケアセンター座間味偕生園
（座間味村）

人工透析施設（伊江村）
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約６倍

ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

離島振興（沖縄県）

交付金創設前（H23）
交付金創設以降（H24～H30平均）

【主な取組（県）】
○交通コスト低減（船賃及び航空運賃）
○生活コスト低減（生活必需品､水道広域化）
○離島船舶の更新（建造、購入）の支援
○離島児童生徒支援センターの整備
○海底ケーブル（超高速通信）の整備
○介護サービス事業所の事業運営支援
○離島観光プロモーション など

（注）平成23年度の各分野の金額については、内閣府沖縄振興予算の
経常補助金を独自に区分したものとなっている。

●航路・航空路の利用者数
（低減化した路線が対象）

●超高速ブロードバンドサービス
基盤整備状況（離島）

●複式学級（８名以上）のうち、
非常勤講師が配置されている学級の割合

●離島市町村民総生産・一人当たり市町村民所得

●離島船舶の更新支援
H24～H30：10航路支援

一人当たり所得は
県平均(7.4%)を
上回っている

9

H23 H27 増加率

市町村民総生産（離島） 3,595億円 3,925億円 9.2％

一人当たり所得 1,976千円 2,175千円 10.1%

H23 H29

配置学級数 ０学級 40学級

配置率 0％ 95.2％

H23 R1.3月

整備済世帯数 27,903 48,746

整備率 52.3％ 91.4％

●離島への児童生徒派遣数(累計)

558 

23,358 

0

10,000

20,000

30,000

H23 H30

(人)



・ヘリコプターのチャーターによるフェリー欠航時等の支援

30年度実施事業例

2,228件を支援
（渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、H24～H29累計）

・児童生徒の島外派遣や妊産婦等の病院受診に係る渡航費支援

約46,800件を支援 （H24～H29 累計）

・離島の定住条件の向上に資する施設の整備

定住促進住宅、火葬場、廃棄物処理施設、公営墓地等

○離島の定住促進に向けた子育て基盤構築事業（北大東村）
○複合型防災・地域交流拠点施設整備事業（久米島町）
○専門病院受診渡航費助成事業（南大東村）
○座間味村自動車航送運賃低減化事業（座間味村）
○避難道整備事業（渡嘉敷村） 等

10

ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

離島振興（市町村）

市町村事業の実績例

やすらぎの杜いしがき斎場（石垣市）
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約2.5倍

ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

交付金創設前（H23）
交付金創設以降（H24～H30平均）

【主な取組（県）】
○航空会社と連携した路線拡大や需要喚起
○MICEの誘致、開催支援、受入体制の強化
○スポーツキャンプ合宿の誘致
○船社訪問等によるクルーズ船の誘致
○観光人材、通訳案内士の育成
【主な取組（市町村）】
○観光施設・名所等での駐車場や案内板設置、

多言語パンフレットの作成、民泊支援、
クルーズ船受入支援 など

（注）平成23年度の各分野の金額については、内閣府沖縄振興予算の
経常補助金を独自に区分したものとなっている。

●那覇空港の国際線就航便数（週）

49 

226 

0

100

200

H24 R元(夏）

(便)

●MICEの開催件数・参加者数

H26 H30

開催件数 1,023件 1,238件

参加者数 309,340人 680,483人

●スポーツキャンプ・合宿件数/
県外・海外参加者数

H23 H29

実施件数 228件 409件

参加者数 6,542人 11,789人

●クルーズ船寄港回数・
海路客数

H23 H30

寄港回数 112回 528回

海路客数 11.6万人 119.7万人

●入域観光客数
６年連続

過去最高更新

●地域通訳案内士登録者数（累計）

H23 H30

登録者数 98人 687人

177便増

11

●ﾘｿﾞｰﾄｳｪﾃﾞｨﾝｸﾞ実施組数

H23 H30

国内 8,616件 15,159件

海外 256件 1,956件

●観光収入
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・観光施設、スポーツ施設、周辺施設等の整備
32市町村で190施設を新設
30市町村で149施設を機能強化

・観光地の景観形成、美化・緑化、イベント開催、情報発信
クルーズ船歓迎支援、主要観光道路の美化・緑化

地域観光イベントの開催 33市町村で803件開催

（H24～H29 累計）

○観光案内所外国人対応スタッフ配置事業（那覇市）
○スポーツツーリズム推進事業（南城市）
○航空路線拡充対策事業（久米島町） 等

観光アクセス道路の美化、清掃活動 39市町村で実施

スポーツ合宿誘致 19市町村で1,400件誘致 （H24～H29 累計）

外国人観光客の満足度（H29） 92.3％ （H23：88.9％）

12

ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

30年度実施事業例

（H24～H29 累計）

観光振興（市町村）

市町村事業の実績例

那覇まちまーい推進事業（那覇市）

瀬長島ウミカジテラス（豊見城市）

トレイルランニング大会（国頭村）
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約2.5倍

ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

産業・雇用（沖縄県）

交付金創設前（H23）
交付金創設以降（H24～H30平均）

（注）平成23年度の各分野の金額については、内閣府沖縄振興予算の
経常補助金を独自に区分したものとなっている。

●情報通信関連産業の立地企業数
・雇用者数（累計）

244 390 

1,107 
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2,334 
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●新規就農者数（累計）●農林水産物の県外出荷重量

0.82P改善

H23年平均：7.1％ ⇒ H30年平均：3.4％ 3.7P改善

●有効求人倍率

H23年平均：0.29倍 ⇒ H30年平均：1.17倍

●企業の景況感 H31年３月期「＋32」
28期連続プラス
先行きも高水準

【主な取組（県）】
○港湾整備（ガントリークレーン、冷凍庫等）

J2サッカースタジアムの整備
○国際物流拠点施設、航空機整備基地、賃貸工場

クラウドデータセンターの整備
○産学官共同研究の実施、OISTとの連携、

バイオ産業振興・細胞医療産業集積
○県産農林水産物の輸送費補助
【主な取組（市町村）】
○情報通信インフラ整備、特産品開発・販路開拓
○繁殖肉用牛の導入、栽培施設の整備支援 など

80％UP

13H23年3月卒：86.6％ ⇒ H29年３月卒：94.0％
7.4P増

●新規学卒者の就職内定率（高校）
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・自然条件の克服等に向けた農産物栽培施設整備への支援
パイプハウスや平張り施設設置補助 828件

・農作物のブランド化や販売促進に向けた情報発信、
販路開拓の実施

優良繁殖雌牛 約 3,894 頭導入

（H24～H29 累計）

○小規模農家支援事業（糸満市）
○市魚マグロ等水産物流通支援事業（那覇市）
○優良母牛導入支援事業（豊見城市） など

（H24～H29 累計）

・民泊の受入体制構築や６次産業化の推進
年間グリーン・ツーリズム交流人口 約 2.7倍

（ H22 約4万人 ⇒ H29 約11.6万人）

海面養殖業生産量 約 1.５倍（ H23 約14,397トン ⇒ H29 約20,856トン）

14

ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

30年度実施事業例

農林水産業振興（市町村）

市町村事業の実績例

陸上養殖施設（北大東村）

名護アグリパーク（名護市）

特産品PRイベント（東村）



H23：０人 ⇒ H30：814人

●大学進学率
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約1.5倍

ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

教育・人材育成（沖縄県）

交付金創設前（H23）
交付金創設以降（H24～H30平均）

【主な取組（県）】
○複式学級への非常勤講師派遣、教員指導力の
向上、高校生等の海外派遣、産業人材の育成、
離島児童生徒支援センターの整備、小中高にお
けるキャリア教育の推進 など
【主な取組（市町村）】
○ICT技術を活用した情報教育の推進、

学習支援員、特別支援員、ＩＣＴ支援員等の
配置、修学度に合わせた学習支援 など

（注）平成23年度の各分野の金額については、内閣府沖縄振興予算の
経常補助金を独自に区分したものとなっている。
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●離島児童生徒支援センター整備

定員：120名（13離島市町村の生徒が入寮）

●電子黒板等の導入（全校種）

●理系大学進学率

●海外留学・交流派遣数(累計)

H23：36.7％
⇒ H30年３月卒：39.7％

H23：13.8％
⇒ H30年３月卒：18.5％

3.0P増
4.7P増

●家庭教育支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ養成

H24～H28：4,410台

●観光人材育成研修受講者数(累計)

H24：1,742人
⇒ H30：13,765人

15

小学校：全国水準
中学校：差が縮小

●全国学力・学習状況調査（平均正答率の全国比）



市町村事業の成果

・児童生徒の海外派遣の実施

・ICTの導入による学びの活性化や地理的不利性の克服

・学習支援員、特別支援員、英語指導員の配置
全国学力・学習状況調査平均正答率の全国との差が縮小

○学習支援員配置事業（南城市）
○切磋琢磨学力パワーアップ事業（八重瀬町）
○青少年国際交流事業（南風原町） ．．．等

中学生/高校生の英語力

公営学習塾の設置、ICT機器約8,000台の導入（H24～H29 累計）

20市町村で812人を海外へ派遣 （H24～H29 累計）

16

ソ フ ト 交 付 金 の 活 用 状 況

30年度実施事業例

小学校：H24 △5.3 ⇒ H29 0.1 ※5.4P改善

中学校：H24 △9.0 ⇒ H29 △6.0 ※３.0P改善

中学校 英検３級 Ｈ24：29.2％ ⇒ H29：31.7％ ※2.5P増加

高 校 英検２級 H24：18.1％ ⇒ H29：44.3％ ※26.2Ｐ増加

教育・人材育成(市町村）



公 共 投 資 交 付 金（ハード） の 活 用 状 況

【モノレールの延長整備】
○モノレールの延長整備は、那覇都市圏の交通渋滞の緩和や自動車道と結節することで、那覇都市圏と
中・北部地域との交通手段の充実を図ることで、県民や増加する観光客の利便性向上に繋げる。

＜延長整備概要＞
○延長区間：4.1km
（現行区間：12.9km（営業キロ））

○追加駅数：４駅
（現行駅数：15駅）

○総事業費：884億円（見込）

（関連街路､幸地ＩＣ線､Ｐ＆Ｒ駐車場等含む）

うち沖縄振興公共投資交付金
：807億円（見込）

○供用開始：令和元年10月

主な成果指標 基準値（H22) 現状値（H30)

モノレール乗客数 35,551人/日 52,128人/日

てだこ浦西駅周辺では市町村に
よる区画整理事業を予定

５

延長に伴う建設予定駅

17

経塚駅 完成予想
乗客数：約3,700人/日（見込み）

てだこ浦西駅 完成予想
乗客数：約9,300人/日（見込み）

浦添前田駅 完成予想
乗客数：約4,200人/日（見込み）

石嶺駅 完成予想
乗客数：約3,500人/日（見込み）

＜整備の効果＞



主な成果指標 基準値（H23) 現状値

那覇港におけるクルーズ船寄港回数 53回 243回

海路による入域観光客数 11.6万人 112.3万人

那覇港の年間旅客数 59万人 165.7万人

那覇港の取扱貨物量 1,004万トン 1,216万トン

公 共 投 資 交 付 金（ハード）の 活 用 状 況

【港湾関連整備】
○旅客ターミナルビルの整備

沖縄と国内外を結ぶクルーズ船の寄港・就航の促進を図るため、泊ふ頭地区に旅客ターミナルビルを
整備した。

○那覇港泊ふ頭屋根付き歩道整備
沖縄本島と本島周辺離島を結ぶ船舶の発着する那覇港泊ふ頭において、利用者の利便性等の向上を
図るため、屋根付き歩道を整備した。

＜旅客ターミナルビル＞

国の取組みと連携した事業

国：港湾整備、臨港道路

（注）港湾イラストは沖縄総合事務局資料

（注）とまり港イラストはとまりんＨＰ

那覇港管理組合：旅客ターミナルビル整備

18

＜那覇泊ふ頭屋根付き歩道整備＞

インフラ整備は国と地方自治体が
連携することで相乗効果



公 共 投 資 交 付 金（ハード）の 活 用 状 況

離島における水道広域化の必要性

うち沖縄振興公共投資交付金等161億円（見込）

【水道施設関連整備】

○水道施設老朽化整備
安全な水を安定的に供給するため、老朽化した水道施設の更新、耐震化等を実施している。

○水道広域化施設整備
本島離島周辺離島８村の簡易水道は、水源水質の悪化、制限給水の実施、水道料金の高騰など、多く

の課題が顕在化しており、水道サービスにおける沖縄本島との地域間格差が大きな課題となっている。
県では、離島８村への水道用水を供給するため、海水淡水化施設等の設置・導入など、水道広域化に
必要な施設整備を実施している。

19粟国村では広域化実施前と比べて水道料金が約50%軽減！

水道広域化に伴う施設整備

給水原価 ※１㎥当たりの造水コスト

沖縄県：97.35円/㎥ 全国：73.30 /㎥



公 共 投 資 交 付 金（ハード）の 活 用 状 況

【医療施設等】
○中頭病院整備への補助

中頭病院は開院後34年が経過しており、施設の老朽化及び療養環境の改善を図るために必要な
移転新築に要する費用の一部を補助し、中部地域の安定的な医療の確保を行った。

○県立八重山病院の移転整備
県立八重山病院は施設の老朽化が著しく、また敷地が狭隘で十分な医療機能の提供が困難なため、
旧石垣空港跡地に移転新築することで、八重山地域の安定的な医療の確保を図る。

＜県立八重山病院整備概要＞

○敷地面積：約40,000㎡
○建築面積：約10,000㎡
○延べ面積：約23,200㎡
○階 数：地上5階
○病 床：302床
○診 療：24診療科
○事業期間：平成27年度～平成29年度
○供用開始：平成30年度
○総事業費：133億円（見込）

うち沖縄振興公共投資交付金： 32.5億円（見込）

20

移転後の県立八重山病院



公 共 投 資 交 付 金（ハード）の 活 用 状 況

【教育施設等】
○構造上危険な状態にある建物の改築 （154箇所） ○学校給食施設の改築 （ 34箇所）

○大規模改造（老朽・質的）の整備 （139箇所） ○幼稚園の園舎の新増築 （ 61箇所）

○特別支援学校の建物の新増築 （ 6箇所） ○産業教育施設の整備 （101箇所）

○高等学校の建物の新増築 （ 10箇所） ○防災機能の強化に関する事業 （ 28箇所）

○屋外教育環境の整備 （ 49箇所） ○学校水泳プールの整備 （ 50箇所）
※（ ）は平成30年度までの取組実績数

＜構造上危険な状態にある建物の改築＞

県立八重山高校

＜水泳プールの整備＞

糸満市兼城小学校

主な成果指標 基準値 現状値

公立学校耐震化率 79.9% 92.9%

県立美咲特別支援学校はなさき分校

＜特別支援学校（高等部）の新増築＞

＜屋外教育環境の整備＞

大宜味村立大宜味中学校

＜学校給食施設の整備＞

竹富町立西部共同調理場

＜高校の建物の新増築＞

県立球陽高等学校
（サイエンスラボ室を設置）
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公 共 投 資 交 付 金（ハード）の 活 用 状 況

【農林水産基盤整備】
○農山漁村地域整備（農業農村基盤整備、森林基盤整備、水産基盤整備、海岸保全施設整備）

○農山漁村活性化対策整備 ○農業・食品産業強化対策整備

○水産業強化対策整備 ○林業構造確立施設の整備

読谷中部地区
（農地整備事業）

北振地区
（水利施設整備事業）

伊是名地区
（地域水産物供給基盤整備事業）

22
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県民意識調査からみた満足度の変化（H21～H30）

分野 調査項目 改善幅

宮古 2.5％ 宮古 31.4％ 28.9
八重山 7.8％ 八重山 39.5％ 31.7

宮古 5.9％ 宮古 17.4％ 11.5
八重山 7.0％ 八重山 22.1％ 15.1

宮古 17.8％ 宮古 31.4％ 13.6
八重山 16.5％ 八重山 23.3％ 6.8

H21調査 最新値（Ｈ30）

豊かな自然が保全されていること

16.3
(H21)

環境保全・防災
22.9

地震、台風などの防災対策が充実していること 18.3％ 33.1％ 14.8
(H21)

24.3％ 47.2％ 
(H21)

仕事と生活が両立しやすい労働条件や職場環境が整っていること 14.4％ 24.1％ 9.7
(H21)

住んでいる地域や社会をよくする活動ができる機会が増えること 11.1％ 25.0％ 13.9
(H21)

良質な医療が受けられること
(H21)

離島と沖縄本島間など移動が気軽にできること
(H21)

物価が安定していること
(H21)

離島振興

自分に適した仕事や、やりがいのある仕事ができること 21.6％ 30.4％ 8.8
(H21)

収入が着実に増えること 8.2％ 17.7％ 9.5
(H21)

雇用
職業紹介や職業訓練のための施設や内容が充実していること 7.5％ 18.2％ 10.7

(H21)

住んでいるところの近くで、希望する仕事につけること 14.3％ 27.7％ 13.4
(H21)

生涯を通して学習する機会が得られていること 16.1％ 21.3％ 5.2
(H21)

教育・人材育成
外国語教育が充実していること 8.8％ 14.4％ 5.6

(H21)

子育て・福祉・
医療

良質な医療が受けられること 28.7％ 39.2％ 10.5
(H21)

安心して子供を生み育てられる環境が整っていること 16.5％ 33.5％ 17.0
(H21)

保育所や学童保育所を利用しやすいこと 12.7％ 29.0％ 



①若年者失業率（15～29歳）

沖縄県：6.3％（H30） 全国：3.7％（H30）

②非正規雇用率
沖縄県：40.4%（H29） 全国：37.2％（H29）
[若年者]  沖縄県：47.4%（全国：36.2％）
(15～29歳）

③従業者一人当たり付加価値額

沖縄県：379.8万円（H28）全国：536.4万円
※全国平均と比べ157万円低い（70.8％）

④現金給与額（月額・一般労働者）

沖縄県：26.5万円(H30） 全国：33.7万円
※全国平均と比べ7.5万円低い（78.8％）

⑤労働基準関係法令違反事業所（沖縄労働局発表）

沖縄県：83％（H29） 全国：68％（H29）
※全国は横ばいで推移、沖縄は増加傾向

⑥中小企業の後継者不在率（帝国ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ発表）

沖縄県：83.5%（H30） 全国：66.4％（H30）
※全国最下位

全国との格差が残る指標例
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①子どもの貧困率

沖縄県：29.9％（H26） 全国：13.9％（H28）
※全国平均の２倍超

②待機児童率

沖縄県：3.26％（H30） 全国：0.73％（H30）
※全国平均の４倍超

③認可外保育施設の割合

沖縄県：29.2％（H30） 全国：16.7％（H29）
※企業主導型保育施設は除く

④ひとり親世帯の出現率

沖縄県：母子世帯 5.46％（H25） 父子世帯 0.90％

全 国：母子世帯 2.47％（H28） 父子世帯 0.37％

⑤大学進学率

沖縄県：39.7%（H30） 全国：54.7%
※全国最下位

⑥公立小中学校における耐震化率

沖縄県：91.4 %（H30） 全国：99.2%
※全国最下位

商工・労働 子育て・教育



①道路実延長の全国比（自動車千台あたり）

国 道：70.8％ 県道：60.4％ 市町村道：46.1％
県全体：48.7％（H28）

②一般道路の混雑時平均旅行速度

那 覇 市 ：13.3km 浦添市：14.0km（H27）
東京23区：16.8km 大阪市：17.7km（H27）
※那覇市の平日混雑時平均速度は全国最下位

③都市の人口密度と鉄軌道整備状況
人口密度 鉄軌道整備状況

沖縄県 ： 2,450人/㎢ 17.0km（新幹線無）
神戸市 ： 2,758人/㎢ 208.0km（新幹線有）
北九州市： 1,943人/㎢ 109.3km（新幹線有）
新潟市 ： 1,111人/㎢ 103.9km（新幹線有）

※沖縄県の人口密度は本島中南部都市圏（うるま市､読谷村
以南の8市6町3村）の数値

※沖縄県の鉄軌道整備状況は民鉄（ゆいレール）延長整備後
の営業キロ（那覇空港～てだこ浦西）

全国との格差が残る指標例
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①医療施設従事医師数（人口10万人当たり）

宮古・八重山圏域：174.8人（H28）
沖縄県：243.1人 全国：240.1人

②農業基盤整備率

農業用水源整備率（H29）
小規模離島：29.6％ 沖縄県：62.1％

かんがい施設整備率（H29）
小規模離島：19.7％ 沖縄県：48.2％

③市町村道の道路改良率

座間味村：34.1％ 多良間村：29.6%
竹 富 町 ：33.6％ 与那国町：28.５%（H29）
沖縄県：64.6％ 全国：59.1％

④下水道処理人口普及率

離島：23.7％ 本島町村部：43.8％（H29）
沖縄県：71.5％ 全国：78.8％

交通基盤 離島関係




